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1  
1 地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

家島～坊勢島航路は、家島諸島の中心である家島（人口2,579人、住民基本台帳人口、令和２

年９月末日）と家島諸島の中で人口が２番目に多い坊勢島（同2,124人）を結ぶ離島航路であり、

坊勢渡船有限会社１社が運航している。 

家島には姫路市家島事務所などの公共機関、県立家島高校、医療機関、福祉施設、銀行、個人

商店などが立地するほか、基幹産業である海運業を中心に従業地としての機能も有する。坊勢島

は家島ほどの機能の集積がなく、島内には姫路市のサービスセンターなど出先機関、公立小中学

校、診療所、個人店舗などが立地している。漁業が盛んで男性の多くは坊勢島内で従業している

が、女性は家島で従業する人も少なくない。 

このような地域構造のもと、家島～坊勢島航路は坊勢島に居住する高校生の家島高校への通学

をはじめ、坊勢島居住者の家島への日常生活のための移動、坊勢島居住者の家島への通勤や家島

居住者の坊勢島への通勤などに利用されており、家島諸島の居住者、とりわけ坊勢島の居住者に

とって日常生活に必要不可欠な定期航路となっている。 

一方、家島諸島においても、少子高齢化の進展とそれに伴う人口減少が生じており、家島～坊

勢島航路の利用者の減少傾向にある。今後も高校生の減少に伴う通学利用の減少、成人の人口減

少に伴う通勤や日常生活での利用の減少などが見込まれる。また、運航事業者の坊勢渡船有限会

社は零細企業であり、継続的な運航体制の確立や経営の安定化などにおいて課題を抱えている。 

これらを踏まえ、坊勢島をはじめ家島諸島の居住者の日常生活に不可欠な家島～坊勢島間航路

を維持していくために必要な施策を講じるため、生活交通確保維持改善計画を策定するものであ

る。   



2  
2 地域公共交通確保維持に係る定量的な目標・効果 

家島～坊勢島航路の運航を継続していくためには、経営の安定化が重要な要素の一つである。

経営の安定化を図るためには、利用者数を減らさないことが重要である。そこで、地域公共交通

確保維持事業に係る定量的な目標について、「現状の利用者数を維持する」ことを基本的な考え

方とする。 

 

［目標］ 坊勢島の人口一人当たり・年間の家島～坊勢島航路利用者数を維持する。 

 

具体的な目標値は、平成26年度の利用実績と人口より、 

（令和元年度利用者数）÷（坊勢島人口）＝ 38,606÷2,124 ＝ 18.176 

と計算されることから、次のように定める。 

 

［目標値］ 

図表1 家島～坊勢島航路目標値（人口当たり利用者数） 

指 標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

坊勢島の人口１人当たり 

家島～坊勢島航路利用者数 
18.2 18.2 18.2 

 

この目標値を達成するためには、坊勢島ならびに家島居住者が現在と同程度（同じ頻度）で家

島～坊勢島航路を利用する必要がある。 

それにより、運航事業者は現在と同程度の収入を得ることができる。しかし、経営を安定化さ

せるためには運航体制を確立しつつ経費の削減に取り組むことが重要であり、この目標値を達成

するだけではなく、さらなる利用促進を図ることが望ましい。 

そのためには、現状では少ない観光客の利用を取り込むなど、新たな需要の創出が必要である。

地域の生活に必要な定期航路を確保するために、運航事業者の努力はもとより、地域を挙げて利

用者数の増加を図る取り組みを行うことが重要である。 

 

  
 



3  
3 生活交通確保維持改善事業 

（1） 運航を確保・維持する運航予定者及び航路概要 
運航予定者及び航路概要は次のとおりである。 

 

運航予定者：坊勢渡船有限会社 

航路概要 ：以下の計画書を参照 

      運航計画書 （様式２－２参照） 

      航路整備計画（様式２－３参照） 

（2） 費用総額及び負担者 

令和３年度の事業収支及び負担者は次のとおりである。 

 

令和３年度 収入見込額    13,823千円 

      費用見込額    21,881千円 

      収支差見込額  ▲8,058千円 

      運賃割引額   － 

      負担者     姫路市・坊勢渡船有限会社 

      詳細は航路損益見込み計算書（様式２－４参照） 

（3） 改善に関する事項 

詳細は離島航路３か年計画（様式２－５・13頁参照）のとおりである。 

（4） 協議会の開催状況及び主な議論 

計画策定にあたって検討を重ねてきた協議会の開催状況等は次のとおりである。 

 

協議会名称：姫路市地域公共交通会議離島航路分科会 

開催状況 ：図表２のとおり 
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図表2 協議会開催状況及び主な意見 

回数 開催日 主な議題・主な意見 

第３回 令和３年２月４日 

【主な議題】 

・航路改善計画（案）及び生活交通確保維持改善計画（案）

について 

・坊勢島～家島航路の運航計画の承認について 

【意見】 

 

（5） 利用者等の意見の反映状況 

協議会には市民及び利用者の代表として、坊勢島及び家島の区長のほか、地元商工会等に

もご参画いただいている。 

（6） 協議会メンバー構成 

協議会メンバー構成は次のとおりである。 

図表3 姫路市地域公共交通会議離島航路分科会委員名簿 

（令和２年７月１日現在・委員14名） 

 組織 所属 氏名 

１ 姫路市 姫路市都市局交通計画室長 
稙田 敏勝 

（会長） 

２ 学識経験者 国立大学法人 神戸大学名誉教授 喜多 秀行 

３ 国土交通省 神戸運輸監理部海事振興部旅客課長 中村 厚志 

４ 国土交通省 神戸運輸監理部総務企画部企画課長 土谷 穣 

５ 国土交通省 神戸運輸監理部姫路海事事務所長 内山 雅史 

６ 兵庫県 兵庫県企画県民部地域創生局参事 富田 慶一 

７ 市民又は利用者代表 家島町坊勢区長 池田 一憲 

８ 市民又は利用者代表 家島町真浦区長 畑野 長利 

９ 市民又は利用者代表 家島町宮区長 福田 弁一郎 

10 市民又は利用者代表 坊勢婦人会長 敷谷 るみ 

11 商工会 姫路市商工会家島支所長 大原 尚 

12 航路事業者 坊勢輝汽船株式会社総務部長 小林 正和 

13 航路事業者 坊勢渡船有限会社 池田 田鶴 

14 姫路市 姫路市家島事務所長 岸本 成喜 

 

（事務局）姫路市都市局交通計画室 

  



様式第２－２（日本工業規格Ａ列４番） 

 

運  航  計  画  書 

 

令和３年●月●日 

 

 

 航路名  家島～坊勢島航路       事業者名 坊勢渡船有限会社      

 

１．航路の起点、寄港地、終点及びこれらの距離 

 起 点 寄   港   地 終 点 合 計 

港 名 
ナザ 

奈座 
       

アデ 

網手 
 

各港間距離 

(km) 
2.5        2.5 

所 要 時 間 10        10 

 （注） 港名にはフリガナをつけること。 

 

２．航  路  図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） １．当該航路の起点、寄港地及び終点に寄港する他の航路（他社の航路を含む。）があれば、その航

路を図示し、運航事業者名及び航路名を明記すること。 

 ２．当該航路の起点、寄港地及び終点と連絡する他の交通手段があれば、それを図示し、その距離及

び需要状況を附記すること。 

網手 

奈座 



３．使用船舶（予備船を含む。）の明細 

 

船 名 
船舶の 

種 類 
船質 進水年月 船舶所有者 総ﾄﾝ数 

貨物積

載容積 

自動車航

送に係る

自動車積

載面積 

旅客定員 

（等級別

に記載す

ること。） 

主機の

種 類 

連続最

大出力 

航海 

速力 

第三坊勢

渡船 
旅客船 軽合金 

昭和 58年

6月 

坊勢渡船

有限会社 
12 ﾄﾝ － － 46人 

ディー

ゼル 
264kw 12knot 

            

            

            

            

 （注）予備船の船名は、かっこ書きすること。 

 

４．運航回数及び発着時刻表 

 (１)使用船舶別の運航回数 

船   名 運 航 系 統 航 路 距 離 運 航 期 間 運 航 回 数 

第三坊勢渡船 奈座～網手 2.5㎞ 通年 8,488回 

     

     

     

     

計    8,488回 

 

 (注） １．予備船の船名は、かっこ書きとすること。 

 ２．運航系統の欄には、直行便、抜港便又は折返し便ごとに、それぞれの起点、寄港地、終点、

折返し地点を記載すること。 

 ３．航路距離の欄には、各運航系統ごとの距離を記載すること。 

 



 (２)発着時刻表 

 

奈 座 → 網 手 網 手 → 奈 座 
便 奈座発 網手着 便 網手発 奈座着 
1 7:15 7:25 1 7:30 7:40 

2 7:50 8:00 2 8:10 8:20 

3 8:35 8:45 3 8:50 9:00 

4 9:35 9:45 4 9:50 10:00 

5 10:35 10:45 5 10:50 11:00 

6 11:35 11:45 6 11:50 12:00 

7 12:35 12:45 7 12:50 13:00 

8 13:35 13:45 8 13:50 14:00 

9 14:35 14:45 9 14:50 15:00 

10 15:35 15:45 10 15:50 16:00 

11 16:35 16:45 11 16:50 17:00 

12 17:35 17:45 12 17:50 18:00 

 注：白黒反転している便は日曜・祝日運休 

 

 

 



様式第２－３（日本工業規格Ａ列４番）  
航 路 整 備 計 画 書  

  令和３年●●月●●日   
航路名 家島～坊勢島航路          事業者名 坊勢渡船有限会社     
経

営

主

体

の

整

備 

 当該航路に平行又は近

接する航路において旅客

定期航路事業を営む者が

ある場合には、当該旅客 

定期航路事業者との合併

又は当該旅客定期航路事

業の譲り受け等事業の集

約を行うことの要否並び

にその実施の方法及び予

定期日 

 現状では該当しない。 

 当該航路に平行又は近

接する航路において旅客

定期航路事業を営む者が

ある場合には、当該旅客 

定期航路事業者とする海

上運送法（昭和 24 年法律

第１８７号）第 28 条の協

定等その他の調整の要否

並びにその実施の方法及

び予定期日 

 現状では該当しない。 

運
航
の
基
本
的
条
件
の
整
備 

年   度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

航

路 

起 点 奈座 奈座 奈座 

主 な 寄 港 地 － － － 

終 点 網手 網手 網手 

使
用
船
舶 

隻 数 １ １ １ 

総 ト ン 数 12 ﾄﾝ 12 ﾄﾝ 12 ﾄﾝ 

新たに取得する必要がある場合

において要する資金の調達方法 
－ － － 

運 航 回 数 の 最 小 限 10回 10回 10回 

1㎞当りの旅客運賃の最高限 128.00円 128.00円 128.00円  
（注）離島航路運営費等補助金を受けようとする年度以降の３年分を記載すること。  



様式第２－４（日本工業規格Ａ列４番）

航　路　名　　家島～坊勢島

　　　　（千円）

平成30年度
航路損益

（平成29年10月～
平成30年９月）

令和元年度
航路損益

（平成30年10月～
令和元年９月）

令和２年度
航路損益

（令和元年10月～
令和２年９月）

３カ年平均
航路損益見込み

（令和２年10月～
令和３年９月）

備考
(増減理由）

１．収　　　益

　　Ａ　運　航　収　益 15,819 16,165 14,169 15,384 13,713

1. 11,925 11,775 10,005 11,235 9,745

2. 1,666 1,679 1,400 1,581 1,400

3. 2,228 2,712 2,763 2,568 2,568

4. 0 0 0

5. 0 0 0

6. 0 0 0

7. 0 0 0

　　Ｂ　営　業　収　益 83 136 1,000 407 110

1. 0 0 0

2. 83 136 1,000 407 110

15,902 16,302 15,169 15,791 13,823

２．費　　　用 22,254 22,213 21,263

　　Ａ　運　航　費　用 16,566 16,456 15,751 16,258 16,229

1. 217 226 202 215 215

(1) 旅 客 歩 金 0 0 0

(2) 傷 害 保 険 料 89 144 108 114 114

(3) 雑 費 127 82 94 101 101

2. 0 0 0

3. 0 0 0

4. 0 0 0

5. 0 0 0 0 0

(1) 貨 物 積 卸 費 0 0 0

(2) 貨 物 歩 金 0 0 0

(3) 貨 物 弁 金 0 0 0

(4) 雑 費 0 0 0

6. 0 0 0

7. 2,282 2,420 1,970 2,224 2,195

8. 0 0 0

9. 358 295 399 351 351

(1) 税 金 及 び 手 数 料 0 0 0

(2) 水先及び係留料等 358 295 399 351 351

(3) 代 理 店 手 数 料 0 0 0

10. 0 0 0

11. 13,709 13,515 13,180 13,468 13,468

(1) 船 員 費 12,878 12,885 11,649 12,471 12,471

(2) 船 舶 備 品 費 163 260 155 193 193

(3) 船 舶 消 耗 品 費 102 19 26 49 49

(4) 船 舶 修 繕 費 474 252 1,300 675 675

(5) 雑 費 92 100 50 80 80

　　Ｂ　営　業　費　用 5,688 5,757 5,512 5,653 5,653

1. 0 0 0 0

(1) 船 舶 0 0 0

(2) 航 路 附 属 施 設 0 0 0

2. 4 4 4 4 4

(1) 船 舶 4 4 4 4 4

(2) 航 路 附 属 施 設 0 0 0 0 0

(3) 消 費 税 0 0 0 0 0

3. 0 0 0 0

(1) 船 舶 0 0 0

(2) 航 路 附 属 施 設 0 0 0

4. 704 543 433 560 560

(1) 航 路 開 設 費 0 0 0

(2) 船 舶 525 404 257 395 395

(3) 航 路 附 属 施 設 179 139 177 165 165

5. 0 0 0 0

(1) 船 舶 0 0 0

(2) 航 路 附 属 施 設 0 0 0

6. 136 0 22 53 53

7. 4,845 5,210 5,053 5,036 5,036

22,254 22,213 21,263 21,910 21,881

３．差引当期純利益（純損失） △ 6,353 △ 5,911 △ 6,094 △ 6,119 △ 8,058

小 荷 物 運 賃

航路損益（見込）計算書

事業者名　　　坊勢渡船有限会社

旅 客 運 賃

手 荷 物 運 賃

貨 物 費

自 動 車 航 送 運 賃

貨 物 運 賃

郵 便 ･ 信 書 便 航 送 料

雑 収 入

航 路 附 属 施 設 収 入

雑 収 入

収　　　益　　　計

旅 客 費

手 荷 物 取 扱 費

小 荷 物 取 扱 費

自 動 車 航 送 取 扱 費

航 路 附 属 施 設 費

郵 便 ・ 信 書 便 取 扱 費

燃 料 潤 滑 油 費

養 缶 水 費

港 費

雑 費

船 費

保 険 料

税 金

利 子

減 価 償 却 費

賃 借 （ 用 船 ） 料

店 費

費　　　用　　　計

　（国庫補助金）

　（都道府県補助金）

　（市区町村補助金）

科 目

期間区分



様式２－５（日本工業規格Ａ列４番） 

 事業者名 坊勢渡船有限会社 

 航 路 名 家島～坊勢島航路 

 

離島航路３カ年計画 

（令和３年度～令和５年度） 

 

１．姫路市離島航路補助の運航事業に関する基本方針 

当該航路は、坊勢島から家島高校への通学をはじめ坊勢島から家島への通勤や日常生活での移

動など、坊勢島居住者の生活に必要不可欠な定期航路となっている。しかし、少子高齢化や人口

減少により利用者数は年々減少傾向にある。 

今後は、少子化に伴って高校生の生徒数が減少し、当該航路の通学利用の減少が見込まれるほ

か、人口減少に相応の利用者数の減少が見込まれる。 

一方、運航事業者の坊勢渡船有限会社は零細企業であり、定期航路の安定的な運航に必要な船

員の確保をはじめ、船舶の適切な維持・更新に必要な資金の確保など、経営上の課題を抱えてい

る。 

こうした状況の下で、島民の生活に必要な定期航路の維持を図るべく、運航体制の見直しや経

営改善の他、各種支援策の活用等様々な手立てを講じ、永続的に安全で安定的な運航を図ること

を目的とする。 

 

２．航路整備計画及び運航計画の改善に関する事項 

 （航路の再編、経営主体のあり方、使用船舶の代替、運航便数・ダイヤの変更等） 

項 目 内   容 

航路の再編 
２島間を結ぶ航路であり、他の航路による代替の可能性もないため、

航路の再編の予定はない。 

経営主体 坊勢渡船有限会社による経営を継続することを前提とする。 

使用船舶の代替 

現在使用している第三坊勢渡船は建造から３７年が経過しており、

老朽化のため代替することが望まれる。しかし、現状では新造の費用

が捻出できず、同船の使用を継続せざるを得ない状況にある。 

将来、老朽化の進行に伴い代替新造が必要になる時期が来ることも

予想されるが、その際には輸送需要に見合った適切な規模や設備を備

えた船舶について検討が必要である。 

運航便数・ダイヤ

の変更等 

前計画策定後、最大運航便数を 13往復（26便／日）から 12往復（24

便／日）に１便減便している。 

今後も運航効率や収支の改善を図る観点から、利用者の多い時間帯

には利用者の使いやすいダイヤ設定を行うなど利便性を高めるととも

に、利用者の少ない時間帯（たとえば平日の午後）には利用実態にあ

わせた便数設定を行うなど、運航計画の見直しを継続的に行う。 

 



３．収入の増加・確保に関する事項（輸送量の拡大・確保、運賃改定等） 

項 目 内   容 

輸送量の確保 

少子化の進展により、今後高校生の通学利用が一層減少していくこ

とが見込まれる。 

それをカバーするため、家島～坊勢島への観光周遊・誘客や姫路港

～坊勢島航路と連携を図るなど、新たな需要を喚起する方策について

検討する。 

運賃改定等 
現時点では運賃を据え置くこととするが、今後、収入の確保を図る

ため、運賃改定についても検討する必要がある。 

４．経費の節減に関する事項（船員費、燃潤滑油費、船舶修繕費等の節減） 

項 目 内   容 

船員費 
現在の厳しい経営環境の下では船員の確保が難しい状況にあるが、

安全運航体制を確立する観点から、船員数を維持する。 

燃潤滑油費 

片道 2.5 ㎞の航路を往復運航する形態であり、燃料の使用量そのも

のの削減は難しい。使用船舶の大きさも適正であり、小型化による燃

料費の節減も難しい。 

燃料価格は、原油価格相場や為替レートに依存するものであり、計

画的な節減が難しい。 

船舶修繕費等 

船舶の老朽化などにより、現状より削減することは難しい。 

また、必要最小限の修繕を行っているのが現状であり、修繕費その

ものの削減も難しい。 

５．関係機関等との連携に関する事項 

 （港湾施設等のインフラ整備、離島活性化方策との連携等） 

項 目 内   容 

港湾施設等 

係留施設については網手港桟橋の老朽化から、令和３年３月に更新

予定である。 

兵庫県や姫路市の計画に合わせて、船舶利用者の利用環境改善方策

を検討していく。 

活性化方策 

家島では昨今、観光周遊企画等の活性化に向けた取組みが行われて

いる。漁業の盛んな坊勢島は魚介類が豊富であり、そのような資源を

活かしつつ、家島とも連携した観光の活性化などに取り組む必要があ

ると考えられる。 

６．今後引き続き検討すべき事項 

項 目 内   容 

経営の健全化 

運航事業者は零細事業者でもあるため、安全で安定的な定期航路の

運航に際し、船員の確保などの面で苦慮することが多い。 

しかしながら、今後の持続的な航路確保・維持に向けて可能な限り

経営体制の合理化・効率化を推進していくこととする。 

 



１．輸送量の見込み

区 分 現  状 初年度 ２年度 ３年度

項 目 (令和２年度) (令和３年度) (令和４年度) (令和５年度)

人 37,602 36,625 35,672 34,745

人キロ 94,006 91,561 89,181 86,862

台 0 0 0 0

台キロ 0 0 0 0

0 0 0 0

２．収支の見込み （千円）

区 分 現  状 初年度 ２年度 ３年度

項 目 (令和２年度) (令和３年度) (令和４年度) (令和５年度)

10,005 9,745 9,492 9,245

1,400 1,400 1,400 1,400

2,763 2,568 2,568 2,568

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,000 110 110 110

15,169 13,823 13,569 13,323

202 215 215 215

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,970 2,195 2,195 2,195

0 0 0 0

399 351 351 351

0 0 0 0

11,649 12,471 12,471 12,471

155 193 193 193

26 49 49 49

1,300 675 675 675

50 80 80 80

0 0 0 0

4 4 4 4

0 0 0 0

433 560 560 560

0 0 0 0

22 53 53 53

5,053 5,036 5,036 5,036

21,263 21,881 21,881 21,881

△ 6,094 △ 8,058 △ 8,312 △ 8,559

71.34% 63.17% 62.01% 60.89%収 支 率

減 価 償 却 費

賃 借 ( 用 船 ) 料

航 路 附 属 施 設 費

店 費

費 用 計

損 益

利 子

燃 料 潤 滑 油 費

養 缶 水 費

港 費

雑 費

船 員 費

船 舶 備 品 費

船 舶 消 耗 品 費

船 舶 修 繕 費

船 費 雑 費

保 険 料

税 金

郵便・信書便取扱費

小 荷 物 運 賃

自 動 車 航 送 運 賃

貨 物 運 賃

郵便・信書便航送料

そ の 他 収 入

収 益 計

旅 客 費

手 荷 物 取 扱 費

小 荷 物 取 扱 費

自動車航送取扱費

貨 物 費

手 荷 物 運 賃

離島航路３カ年計画による輸送量及び収支見込み

旅　客

自動車

貨　物　　トン

旅 客 運 賃



離島航路第１表（日本工業規格Ａ列４番） 

 

航路の科目別（見込）数値等調査票 

 

（事業者名： 坊勢渡船有限会社  航路名： 家島～坊勢島航路   ） 

 

1．輸送量等実績見込 

 

 

項   目 

 

補 助 対 象 年 度         

（令和３年度） 

  

 航 路 距 離     （キロ）（小数点第2位） ２．５０ 

  

 キロ当たり賃率（円）旅 客 １２８．００ 

           （小数点第2位）  

 航行距離（㎞）※１（小数点第2位） ２１，２２０ 

             （          ） 

 運 航 回 数                  ※１ ８，４８８ 

    （          ） 

 旅客輸送人キロ        （小数点第2位） ９１，５６２.５０ 

    （          ） 

 旅 客 輸 送 人 員         （人） ※２ ３６，６２５ 

    （          ） 

 自動車航送取扱量 （台） ※３  

   （          ） 

 貨 物 取 扱 量         （トン）※４  

    （          ） 

 燃 料 消 費 量         （•㍑） Ａ重油 ２４，７６７ 

          ※５    （          ） 

              Ｃ重油  

    （          ） 

              軽 油  

    （          ） 

 

※ 実施要領２．（２）①に係る場合は、増便分を（ ）書にて内書きすること。 

※ 補助対象期間中に運賃改定を予定している場合の賃率の算出根拠 

① 旅 客     改定実施年月日     年  月  日 

改定前  キロ当たり賃率         輸送人キロ          

改定後  キロ当たり賃率         輸送人キロ          

平均賃率           



 

２．使用船舶の概要 ※６ 

                                                                     

 

船   名 

 

就航年月 

 

総トン数 

 

就航比率 
月延べ 

船員数(人) 

 

備考 

（主船）      

第三坊勢渡船 S58.6 12ﾄﾝ 1.00 24  

      

      

      

      

（予備船）      

      

  ＊就航比率を使用しない場合は、「就航比率」欄は省略する。 

 

３．平成５年 10月１日以降に当該航路に就航した船舶に係る経費等 

 

① 船名           

② 船価        千円 ※７ 

③ 経費実績（見込） 

                              （単位：円） 

項   目 補 助 対 象 年 度  

船 舶 利 子           

減 価 償 却 費  

用 船 料           

  



 

航路の科目別（見込）数値等調査票記載要領 

 

 

補助対象年度の見込数値等は、下記注意事項により算出する。 

 

 

記 

 

（※１） 離島航路第９表の航行距離及び運航回数とする。（運航雑収入となる他航路就航又は

回航等は除く。） 

（※２） 離島航路第１０表の輸送人員とする。 

（※３） 離島航路第１１表の取扱数量とする。 

（※４） 離島航路第１２表の取扱数量とする。 

（※５） 離島航路第１６表の主燃料（Ａ、Ｃ、軽油）の年間消費量とする。ただし、就航比率

が１未満のものに関しては、第１６表の船舶ごとに就航比率を加味した本航路分担消費

量とする。 

（※６） 当該年度中に代替建造等により就航する予定船舶についても記入する。 

月延べ船員数欄には、月間の運航日数が１５日以上ある使用船舶の法定乗組定員数（船

員法第 69 条に定める定員とする。）を当該船舶の稼働月数を基に月延べ換算した人数

とする。 

（注．常時 10人以上の船員を使用する事業者については、船員法 97条により届出た就

業規則に記載された定員数とし、それ以外の事業者については、船員法 69 条に基

づく定員として事業者が申出た船員数と船舶検査証書の船員数のどちらか少ない

数とする。）－（別紙）「月延べ船員数の算出根拠」により算出する。 

総トン数欄には、当該航路に就航する船舶の総トン数を、就航比率欄には、離島航路

第２表「各科目分担率（見込）一覧表」から転記すること。なお、当期中に新船が就航

した場合は、備考欄に就航年月日を記載すること。 

（※７） 船舶の建造総船価とする。ただし、補助金等により建造を行った場合は、船価圧縮後の

簿価とする。 

（※８）交付要綱様式２－２運航計画書に記載した運航回数とする（運航雑収入となる他航路就

航又は回航等は除く。）。 

（※９） 航路距離等の計算方法 

－（別添）「国庫補助対象航路の運賃等調査表」により算出する。



（別紙） 

 

 

月延べ船員数の算出根拠 

 

 

 

１．雇用船員数         ４ 人 

 

 

① 常時 10人以上の船員を使用する事業者の場合 

 

 

船       名 

 

船員法第97条により届け出られた就業規則に 

記載された定員数 

 人 

 人 

 人 

 人 

                                                           （協議会で確認） 

 

② 常時 10人未満の船員を使用する事業者の場合 

 

船      名 船員法第69条に定める定員 船舶検査証書の船員数 

第三坊勢渡船 ２人 ２人 

 人 人 

 人 人 

 人 人 

                                                           （船舶検査証書で確認） 

 

 

２．月延べ船員数 

 

船      名 適 用 船 員 数 月 延 べ 船 員 数 

第三坊勢渡船 ２人 ６０人 

 人 人 

 人 人 

 人 人 



（別添） 

 

国庫補助対象航路の運賃等調査表                  

 

○ 旅客運賃 

旅 客･･････２等運賃 

 

 

１ 

（ 奈 座 ） 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．距離（キロ）    2.5 

Ｂ．運賃（円）旅 客    320 

        

Ｃ．見込輸送人員（人）36,625 

 

 

２ 

（ 網 手 ） 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．距離（キロ） 

Ｅ．運賃（円）旅 客    

    

Ｆ．見込輸送人員（人） 

 

Ｇ．距離（キロ） 

Ｈ．運賃（円）旅 客  

      

Ｉ．見込輸送人員（人） 

 

 

３ 

（ 港 名 ） 

 

 

 

 

 

 

   （注）1．当期中に運賃改定を予定している場合、改訂の前後における輸送量比で按分した賃率とする。 

       （旅客…輸送人キロ比） 

      2．増便区間の増便分見込輸送人員を（ ）にて内書きすること。 

 

 

※運賃等調査表による航路距離等の算出方法 

 

    Ⅰ 航路距離      
航行距離 

運航回数×２ 

（小数点第２位）   ※８ 

 

                             

    Ⅱ キロ当り賃率 
Ｂ＋Ｅ＋Ｈ 

Ａ＋Ｄ＋Ｇ 

（小数点第２位） 

 

Ⅲ 輸送（見込）人キロ   ＡＣ＋ＤＦ＋ＧＩ 

（小数点第２位） 

※増便分は、増便分の見込輸送人員に距離を乗じて算出する。 

 

 



離島航路第２表（日本工業規格Ａ列４番） 

各 科 目 分 担 率 ( 見 込 ) 一 覧 表 

 (注）1.本航路分担率の欄に分担率算式を参考にして航路ごとに分担率を算出すること。 

    2.使用船舶の各航路別運航状況調（第９表）により分担率を算出すること。 

    3.他事業及び他航路就航のない場合は本表を省略する。 

    4.分担率は小数点以下４桁を四捨五入して３桁までとする。 

    5.運航回数比率を求める場合、回航の分については入渠の場合は往復、他航路との入替については入のみを本航路分とする。  

該   当   科   目  分  担  率  算  式  本 航 路 分 担 率  

(1) 就航比率により船舶ごとに按分するも の  

 (ｱ) 旅客費中の傷害保険料及び雑費  

 (ｲ) 貨 物 費 中 の 雑 費         

 (ｳ) 燃 料 潤 滑 油 費         

 (ｴ) 養 缶 水 費         

 (ｵ) 船費（予備船員費を除く）  

 (ｶ) 運 航 雑 費         

 (ｷ) 営業費用中の船舶に係る保険料、税金、利子、  

     減価償却費、用船料  

 

 

就航比率 ＝               

 

（増便した場合の増便分の分担率）  

               

 就航比率       ＝  

 

 

 

 

1 . 0 0  

 

 

 

 

 

(2) 運航回数比率により按分するもの  

 (ｱ) 手 荷 物 取 扱 費         

 (ｲ) 小 荷 物 取 扱 費         

 (ｳ) 自 動 車 航 送 取 扱 費         

 (ｴ) 貨 物 積 卸 費         

 (ｵ) 港 費         

 (ｶ) 営業費用中の航路附属施設に係る保険料、税金  

     （事業税を除く）利子、減価償却費、賃借料  

 (ｷ) 航 路 附 属 施 設 費         

 

 運航回数比率 

 

        ＝
 

   

 

 

 

 

 

-  

-  

-  

-  

奈 座 港 0 . 7 9 4  

網 手 港 0 . 8 9 6  

 

(3) 収入比率により按分するもの  

 (ｱ) 営 業 収 益         

 (ｲ) 営業費用中の税金の (3)その他（事業税）  

 (ｳ) 店 費         

 

 

 

 

 

 

 
収入比率 ＝ 

           

 

（増便した場合の増便分の分担率）  

             

 収入比率 ＝ 

                      

 

 

0 . 4 4 5  

 

 

 

 

 

(4) 船員費の比率により按分するもの  

 (ｱ) 予 備 船 員 費         

 

 

 
船員費比率 ＝ 

           
 

 

-  

 

当該船舶の本航路における年間走行距離
 

当該船舶の全航路における年間走行距離 

当該船舶の本航路における増便した区間の年間走行距離 

当該船舶の全航路における年間走行距離 

当該施設を利用する本航路の就航船舶の運航回数 

当該施設を利用する全航路の就航船舶の運航回数 

本 航 路 に お け る 運 航 収 入  

全事業収入（営業外収入を除く） 

当該船舶の本航路における増便した区間の運航収入 

全事業収入（営業外収入を除く）
 

船員費の本航路分担額（予備船員に係るものを除く） 

船員費の総額（予備船員に係るものを除く） 



離島航路第９表

家島～坊勢航路

　　～
　　　　　Km

　　～
　　　　　Km

　　～
　　　　　Km

計 　　～
　　　　　Km

　　～
　　　　　Km

計 奈座～網手
2.5ｋｍ

回　数 0.0 0.0 8,488.0 8,488.0

延キロ 0.0 0.0 21,220.0 21,220.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0

延キロ 0.0 0.0 0.0

回　数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8,488.0 0.0 8,488.0

延キロ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 21,220.0 0.0 21,220.0

 （注）船舶は予備船を含む全使用船舶について記入すること。ただし、本航路に関係ある港に寄港しない航路および船舶については本表に記入しないこと。

       また、実施要領２．（２）①に係る申請をする場合は、（　）にて増便分を内書きすること。

使 用 船 舶 の 各 航 路 別 運 航 状 況 調

回　　航

～
合　　　計

　　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　航　路 　　　　　　　　～　　　　　航　路

合　　　　 計

第三坊勢渡船



離島航路第１０表

本 航 路 輸 送 人 員
及 び 運 賃 収 入

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

輸送人員 8,048

運賃収入 2,475,228

輸送人員

運賃収入

輸送人員 18,859

運賃収入 4,281,497

輸送人員

運賃収入

輸送人員 9,718

運賃収入 2,988,275

輸送人員 36,625

運賃収入 9,745,000

 （注） 実施要領２．（２）①に係る申請をする場合は、（　）にて増便分を内書きすること。

回　数　券

計

旅 客 輸 送 人 員 及 び 運 賃 収 入 報 告　（ 見 込 ）

普　通　券
（　片　道　券　）

普　通　券
（　往　復　券　）

定　期　券

団　体　券

種 別

区 分

人員

人員



離島航路第１６表 　

消費量 消費量 金　　額

第三坊勢渡船 24,767 1,974,045 540 1.000

合　　計 24,767 1,974,045 540 0 0

本 航 路 本 航 路

0 24,767

0 0

0 0

0 24,767

　（注）１．本表には回航用燃料も包含して記入すること。

　　　　２．本航路分担率は就航比率による。

　　　　３．実施要領２．（２）①に係る申請をする場合は、（　）にて増便分を内書きすること。

　　　　４．３．の増便分は、増便分の就航比率による。

24,7670

金　　額

2,194,797

0

0

0

0

0

2,194,797

全 航 路

合　　　計

0

本 航 路

　　　燃　　料　　潤　　滑　　油　　費　　内　　訳　（　見　込　）

主　　燃　　料

本航路
分担率

年　間
消費量

補　　　　　　　　　　　　助　　　　　　　　　　　　油

金　　額

本　航　路
分　担　額

潤滑油

合　　　計

消費量金　　額 消費量

0

0

24,767

金　　　額

2,194,797

0

0

0

0

0

0

2,194,797

金　　額

0

軽　　　油

本 航 路

0

0

0

全 航 路

0

0

Ｃ　重　油

全 航 路

0

0

24,767

全 航 路

24,767

24,767

Ａ　重　油

24,767

合　　計

220,751

1.000

220,751 0

　

＜本航路分担消費量＞

船　　名

第三坊勢渡船

本航路
分担率

　

船 名

種 類


